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第４款　衛　　生　　費

 １　公衆衛生費

         １　施策の趣旨等
　次代の社会を担う子どもや若者が、結婚や子育てに夢を持ち、家庭を築き、子どもを生み
育てる希望が叶う社会の実現に向け、抜本的・総合的な少子化対策の推進を図る。

２　施策の実施状況　
茨　不妊治療給付助成事業
　一般不妊治療（保険適用治療、人工授精、不育症治療）及び特定不妊治療（体外受精・
顕微授精等）において初回治療への上乗せ助成等を実施し、患者負担の軽減を図った。
　　助成件数　６，３７５件　
芋　妊娠から子育てまでの包括支援対策事業
　不安を持つ妊産婦に対して、個々に応じた心身のケアやサポートを実施する産前・産後
ケア専門員等を養成した。
　　産前・産後ケア専門員の養成数　４１人
　　産前・産後訪問支援員の養成数　６７
鰯　学校と連携した妊娠・出産に関する啓発事業
　ア　小中学生への教育・啓発
　助産師が、子どもの発達段階に応じ、生命の誕生や体の発育等について講話を実施し
た。

　　　実施校数　　　２０校
　　　参加者数　１，２５５人
　イ　高校生への教育・啓発
　産婦人科医が、日々の健康管理や食生活等の妊娠・出産に与える影響、妊娠・出産に
適した時期について講話を実施した。

　　　実施校数　　　７校
　　　参加者数　１，０７２人

３　執　　行　　額 ２９９，３８４，３９８円　　　　

 （うち  　

       １　施策の趣旨等
　児童福祉法に基づき、慢性疾病児童が安心して生活できるよう、地域の関係者による支援
体制を整え、慢性疾病児童と家族の負担軽減を図るとともに、児童の成長と自立を支援する。

１　公衆衛生総
務費
（Ｐ１１２）

４，６０９，６８８，０００
（６，０３０，９９５，０００）

４，５２０，７９２，４０４
（５，９２６，００４，２１１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ２，１１３，１５１，０７７
寄　附　金
 １０，０００
繰　入　金
 １３２，７２９，５３８
一 般 財 源
 ２，２７４，９０１，７８９

少子化対策総合戦略事
業
（こども総合対策課）

補助金　６２，８９５，６３３円
扶助費　２２３，６９９，４９５ ）

小児慢性特定疾病児童
等自立支援事業
（こども総合対策課）
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２　施策の実施状況
茨　長期療養児童への支援
　小児慢性特定疾病児童等自立支援員を１名配置するとともに、慢性疾病児童が相互に交
流する相互交流支援事業を実施した。
芋　家族への支援
　療育相談指導、巡回相談指導、ピアカウンセリングを実施するとともに、長期入院を必
要とするこどもの保護者に対し、宿泊場所を提供し、宿泊代金の一部を助成した。
鰯　地域支援体制づくり
　慢性疾病児童の支援内容等を、地域の関係者が協議するため、京都慢性疾病児童地域支
援協議会の場で議論し、連携を促進した。

３　執　　行　　額 ５，２２９，１０３円　　　　

       １　施策の趣旨等
　難病医療法の施行に伴う医療費助成制度の運営をはじめ、難病医療提供体制の整備、難病
患者の療養生活支援、多領域の難病に対応できる相談支援体制等の強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　医療費助成制度の運営
　指定難病についての治療研究事業を推進し、指定難病患者の医療費負担の軽減を図っ
た。
　　助成額　　３，６８４，５０６，７６７円
芋　医療提供体制整備
　難病医療法の施行に伴い、新たに設けられた難病指定医を養成するため、必要な研修カ
リキュラム等を策定し、難病指定医を養成した。
　　難病指定医登録数　４，１８４人
鰯　療養生活支援
　ア　在宅難病患者に対する療養支援
　　　難病対策地域協議会の設置等により、地域での包括的な療養生活を推進した。
　イ　在宅重症難病患者に対する支援
　在宅難病患者等に意思伝達装置等の療養生活機器を貸し出し、難病患者の生活の質の
向上を図った。

　　　貸出件数　　　　　　４３件
　ウ　在宅重症難病患者等入院受入体制整備事業
　介護者の疾病等により在宅療養が困難になった重症患者の一時的な入院を受け入れ、
重症患者や介護者の負担軽減を図った。

　　　受入件数　　　　　１２７件

難病対策総合推進事業
（健康対策課）
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允　相談支援
　難病相談・支援センターにおいて、相談員、専門医による相談を実施し、日常生活の悩
みや不安等の解消を図った。
印　難病医療法の制度移行に伴う体制強化
　難病医療法施行後の経過措置終了や京都市への事務移譲など、制度の節目を迎えたこと
に合わせ、診断書をはじめとする申請書類の審査体制等の強化を図り、制度移行を円滑に
進めた。

３　執　　行　　額 ３，８４２，８６７，７６５円　　　　
 （うち扶助費　３，６８４，５０６，７６７円）　

       １　施策の趣旨等
　京都府歯と口の健康づくり推進条例及びきょうと健やか２１（総合的な府民の健康づくり指
針）に基づき、８０２０運動を推進するなど、口腔保健支援センターを核として、乳幼児期、学
齢期、成人期、高齢期などライフステージに応じた歯科保健の普及・啓発を図る。

　指標：１２歳児一人平均むし歯数　目標：０．５（平成３５年）　実績：０．６４

２　施策の実施状況
茨　働き盛り歯周病予防啓発事業
　　事業所に対し歯周病予防の必要性の普及啓発、情報提供等を実施した。
　　実施事業所　　　　　２３０事業所
芋　むし歯予防対策事業
　幼児・小学生を対象とした、むし歯予防に優れた効果を発揮するフッ化物の塗布・洗口
による予防事業を実施する市町村に対して助成し、市町村における歯の健康づくり対策の
充実を図った。
　　実施市町村　　　　　　１８市町
　　実施人数　　　　　４０，１２０人
鰯　地域歯科保健推進事業
　歯周病予防・歯周疾患に対する府民の意識向上のための普及・啓発を行うとともに、歯
周病に罹患しやすく歯の健康を損ねやすい障害（児）者、要介護高齢者等を対象に歯周病
の予防を図った。
　ア　京都歯と口の健康づくり推進協議会（京都８０２０運動推進協議会）の開催
　条例に基づく京都府歯と口の健康づくり基本計画の推進、進行管理及び見直しのた
め、意見聴取を行った。

　イ　歯科保健指導事業
　　　看護師及び養護教諭等地域保健活動従事者向け歯科保健研修会を開催した。
　　　開催回数　　　　　　３０回
　　　受講者数　　　　２，５３２人
允　歯科検診推進事業
　ＩＣＴを用いた成人歯科健康診査プログラムによる診査・保健指導を行い、地域・職域

歯と口の健康づくり事
業
（健康対策課）
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での歯科検診の普及・定着を図った。
　　受診人数　　　　　１，１６９人
印　障害者等歯科健診・指導事業
　歯科医師・歯科衛生士による健診・保健指導を実施し、障害者等の口腔状態の改善を図っ
た。
　　施設数　　　　　　　　３８施設
　　健診実施人数　　　　９２６人
咽　在宅要介護者口腔支援体制整備事業
　在宅歯科医療の充実のための人材育成及び訪問歯科診療を支援する体制の強化を図っ
た。

３　執　　行　　額 ２７，５７４，４８９円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　超高齢社会の担い手である働き盛り世代等、若い世代の疾病予防を食生活から支え、健康
増進を図るための環境整備を実施する。

２　施策の実施状況
茨　京の食から健康を推進
　　宅配弁当事業者とコラボした「おばんざい弁当」の認証を推進した。
　　おばんざい弁当販売数　２５，３１５個
　　　　　　　　　認証数　　　３９種類
芋　「職場から健康に」京のサラメシ改善
　社員食堂を持つ事業所が、健康メニューや健康情報を提供する「カラダ学べる社員食堂」
に取り組むよう事業を実施した。
　　取組事業所　１７事業所
鰯　「健康応援」店舗・事業者とつくるおもてなしプロジェクト
　店舗・事業者・関連団体と食環境をつくる「京の食おもてなしプロジェクト」を運営す
るとともに、食物アレルギーに関する基礎知識と適切な対応方法を身につけるための研修
会を実施した。
　　食物アレルギーの子京都おこしやす事業研修会　参加者数　１５６人　開催数　２回

３　執　　行　　額 ２，６８７，２８４円　　　　
 （うち委託料　１，２００，０００円）

委託料　　６，０００，０００円
補助金　１８，６１４，４８９ ）

きょうと健康長寿・食
おもてなし事業
（健康対策課）
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       １　施策の趣旨等
　府民の健康寿命の延伸及び未病改善に向け、健康予防事業の効果的な実施支援や、産学公
が連携した新たな未病改善につながる健康産業の育成により、地域健康課題の解決を推進す
る。

　指標：健康寿命　目標：１歳延伸（平成３０年度まで）　
　現状値（平成２５年）：男性：７０．２１歳　女性：７３．１１歳

２　施策の実施状況
　これまで蓄積した健診・医療費データシステムに、後期高齢者に関する医療データを新た
に加え、経年的に健診・医療・介護情報を集約するとともに、市町村の健康課題に対する助
言や、地域の健康課題解決に向けた産学公連携によるプラットフォーム事業等を実施した。
　プラットフォーム事業（減塩食の研究開発等）　　２件
　インキュベーション事業（健康増進サポート等）　２

３　執　　行　　額 ２５，７１１，４０５円　　　　
 （うち委託料　１３，３４３，８９８円）

       １　施策の趣旨等
　人工透析への移行を防ぐ等、糖尿病患者のＱＯＬの向上、健康寿命の延伸を目指し、地域
の実状に応じた保健指導体制を構築する。

　指標：糖尿病性腎症による新規透析導入患者数　目標：年間２７０人以下（平成３５年度まで）
　現状値（平成２７年）：３２１人

２　施策の実施状況
茨　重症化予防体制の構築
　　糖尿病重症化予防戦略会議を設置し、関係団体との連携体制を構築した。
　　府内９箇所
芋　地域人材資源の育成
　府医師会、府栄養士会が実施する研修会を支援し、糖尿病重症化予防の保健指導に従事
する専門職の人材育成と人材登録を実施した。
　　人材育成研修会受講者　　　　３２７人
　　地域保健指導人材の登録者　　　６４

３　執　　行　　額 ４，０００，０００円　　　　
 （うち補助金　３，０００，０００円）

きょうと健康長寿・未
病改善センター事業
（健康対策課）

糖尿病重症化予防対策
事業
（健康対策課）
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       １　施策の趣旨等
　京都府がん対策推進条例に基づき、がん検診受診率の向上をはじめ、がん教育の推進、相
談支援の強化、がん医療提供体制の充実など、総合的ながん対策の推進を図る。

　指標：がん教育の実施数
　目標：３００箇所（学校１００校、企業２００社）　実績：３５０箇所（学校６５校、企業２８５社）
　指標：がん検診受診率　目標：５０％　実績：３３．３％

２　施策の実施状況
茨　がん対策府民運動の展開
　　京都府がん対策推進府民会議運営事業
　行政、各種団体、がん患者等の関係者が一体となりがん対策を推進するため、がん撲滅
に向け様々な府民運動を推進する府民会議の取組を進め、気運醸成を図った。
芋　がんの予防と早期発見
　ア　１００万人がん検診推進運動事業
　啓発強化月間を設定し、民間団体及びＮＰＯと協働して啓発イベント等を行い、がん
検診の重要性を集中的にＰＲした。

　イ　がん検診推進加速化事業
　がん検診受診率向上のため、市町村が休日に実施する総合がん検診に係る費用に対す
る一部助成や、コンビニを検診会場とするモデル事業を実施した。

　　　休日総合がん検診助成市町村数　１０市町
　ウ　生命のがん教育推進プロジェクト事業
　医療従事者とがん経験者による教育実践チームが、学校・企業等に出向き、がんの予
防や検診受診啓発を伝える授業等を実施した。

　エ　受動喫煙防止憲章の推進
　禁煙週間にＮＰＯと協働して啓発イベントを実施したほか、保健所等において様々な
啓発を実施した。

　オ　胃がん予防事業
　胃がんの原因の一つとされているピロリ菌の検査を実施するとともに、除菌治療費を
助成した。

　　　検査等人数　　３，５４０人
鰯　医療体制の充実・強化
　ア　がん診療連携拠点病院機能強化事業
　がん医療に従事する医師等の研修、がん患者及び家族等への相談支援、がんに関する
各種情報の収集・提供等の事業を実施し、地域におけるがん診療連携の円滑な実施を図
るとともに、質の高いがん医療提供体制の確立を推進した。

　イ　最先端陽子線がん治療体制構築事業
　京都府立医科大学附属病院における陽子線がん治療の実施に向けた人材育成のための
研修を支援した。

がん対策総合推進事業

（ ）大学政策課
健康対策課
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　ウ　がん登録推進事業
　　　がん患者の診断・治療内容等のデータを登録し、がんの治療状況を把握した。
　エ　がん緩和ケア推進事業
　　　医療従事者等を対象にがん緩和ケア研修を実施した。
　　　受講者数　　４８９人
　オ　在宅がん医療推進事業
　がん患者が住み慣れた地域において、がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケ
ア及び最新のがん医療に即したフォローアップを受けられる体制の構築を目指し、医療
機関を対象に研修を実施した。

　　　受講者数　　　６９人
　カ　丹後医療圏がん診療体制整備事業
　丹後医療圏に放射線治療機器等を備えたがん診療棟を整備するための実施設計費用に
対し支援した。

允　相談支援体制の充実
　ア　京都府がん総合相談センター運営事業
　　　相談件数　１，００５人
　イ　がん患者生殖機能温存療法助成事業
　小児・ＡＹＡ世代（思春期・若者）がん患者の生殖機能温存療法に要する費用の一部
を助成した。

　　　助成人数　　　１３人

３　執　　行　　額 ３１３，３３７，９６０円　　　　
 （うち補助金　１８５，４３３，７１４円）

 

         １　施策の趣旨等
　ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）の検査体制を整備して早期発見を図るとともに、医療費に
対して公費負担し、患者の負担軽減を図る。

２　施策の実施状況
茨　Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検査事業
　　保健所や医療機関において無料で肝炎検査を実施した。
　　検査人数　　４６１人
芋　医療費助成事業
　Ｂ型・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療費及びインターフェロンフリー治療費等に公費
負担し、医療費の負担軽減を図った。
　　助成人数　　８５５人
鰯　重症化予防事業
　府及び市町村が実施した肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対して、医療機関への受
診勧奨及び検査費用の助成を行った。

３　予　防　費
（Ｐ１１２）

４５２，７７６，０００
（５４０，８４６，０００）

４３１，７９９，３９８
（５１４，４８３，６４８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １３１，０２８，０００
一 般 財 源
 ３００，７７１，３９８

肝炎対策事業
（健康対策課）
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　　助成人数　　　　２０人
允　肝疾患相談センターの運営
　肝疾患診療連携拠点病院である京都府立医科大学附属病院及び京都大学医学部附属病院
において肝疾患相談センターを運営し、肝炎患者支援の充実を図った。
　　相談件数　　　１００件

３　執　　行　　額 ２３５，１２５，７５０円　　　　
 （うち扶助費　２１６，７５６，６９４円）

       １　施策の趣旨等
　風しん抗体検査を実施するとともに、抗体価の低い者に対し、市町村が実施する風しん予
防接種助成事業に対して補助する。

２　施策の実施状況　　　　
茨　抗体検査事業
　妊娠を希望する女性等を対象に、保健所や医療機関において無料で風しん抗体検査を実
施した。
　　検査人数　　１，０６１人
芋　予防接種事業
　風しん抗体検査等により、抗体価の低い者を対象に市町村が実施する予防接種助成事業
について、その一部を補助した。
　　補助件数　　２，７０９件

３　執　　行　　額 １５，２７３，２５３円　　　　

 （うち  　

       １　施策の趣旨等
　新型インフルエンザ等の感染拡大を防止するため、患者発生時の体制整備の充実を図る。

２　施策の実施状況　
茨　防護服等資機材の整備
　各保健所に防護服をはじめとした資機材を配備するほか、検査機器の点検・整備等によ
り、患者発生時に即応できる体制の充実を図った。
芋　訓練の実施
　各保健所において管内の医療機関と連携し、感染症患者の発生を想定した訓練を実施し
た。
鰯　医療体制の整備
　医療関係者等を対象として、感染症に関する研修会及び会議を開催し、情報共有を図った。

風しん予防対策事業
（健康対策課）

委託料　６，４０９，２１２円
補助金　８，７０６，０００ ）

新型インフルエンザ対
策事業
（健康対策課）
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　　研修会参加者　　　　　　　　２３５人
允　抗インフルエンザウイルス薬の更新
　備蓄している抗インフルエンザウイルス薬のうち、使用期限を迎えるものについて更新
を行った。
　　タミフルドライシロップ　８６，４００人分

３　執　　行　　額 １８１，４００，３９５円　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　京都府自殺対策に関する条例及び京都府自殺対策推進計画に基づき、自殺ストップセン
ターを核に関係機関の連携により、総合的な自殺対策を推進する。

　指標：府内の自殺死亡率　目標：１６．２　実績：１４．２

２　施策の実施状況
茨　自殺ストップセンター事業
　精神保健福祉総合センターに自殺ストップセンターを設置し、府民の様々な悩みについ
て相談を行った。
　　相談件数　　　　　　　　　　　延べ１，６５７件
芋　広報・啓発促進事業
　条例により制定した「京都いのちの日」（３月１日）にシンポジウムを開催するなど、様々
な機会を通じて自殺予防の気運醸成を図った。
　　京都いのちの日シンポジウム参加者数　１７０人
　　テレビ・ラジオＣＭ等による広報　　　　４本
鰯　対応力向上支援事業
　企業への臨床心理士の派遣や、かかりつけ医を対象にしたうつ病対応力研修など、人材
の養成を推進した。
　　臨床心理士の派遣　　　　　　　　　　　１２事業所
　　うつ病対応力向上研修受講者数　　　　　９５人
允　地域活動強化事業
　市町村が実施する普及啓発や相談会の開催、民間団体が実施する電話相談、自死遺族支
援事業に助成するなど、地域で自殺対策に取り組む体制を強化した。
　　２６市町村・７団体

３　執　　行　　額 ６４，８０３，７６９円　　　　

 （うち  

４　精神保健費
（Ｐ１１４）

６８，４３９，０００
（２９９，１６９，０００）

６４，８０３，７６９
（２８７，９８９，８３０）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ４１，３５７，０００
一 般 財 源
 ２３，４４６，７６９

自殺防止総合対策事業

（ ）福祉・援護課
学校教育課

委託料　１０，２６８，４９２円
補助金　　２９，４８２，０００ ）
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         １　施策の趣旨等
　老朽化した京都府保健環境研究所及び京都市衛生環境研究所の建替えを府市協調により、
共同して実施する。

２　施策の実施状況
　保健環境研究所等を整備するため、本体新築工事に着手した。

３　執　　行　　額 ３１１，４３８，５５５円　　　　

 （うち  

 

 ２　環境衛生費

         １　施策の趣旨等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　産業廃棄物の不法投棄及び野焼きに迅速に対処するため、不法投棄等防止対策の一層の充
実・強化を図る。
　また、府民と一体となった取組を推進するため、府民からの情報を呼びかけ、地域住民と
協働した府民運動を展開する。

　指標：産業廃棄物不法投棄量　目標：５５０トン以下　実績※：５０トン
　　※環境省集計対象：１件あたり１０トン以上

２　施策の実施状況
　次の施策を実施することにより、産業廃棄物の不法投棄等の防止を図った。
茨　監視・指導体制の強化
　　指導箇所数　１，３８０箇所　延べ指導回数　１５，５１６件
芋　夜間監視カメラの配置　
　　延べ活用日数　６５７日
鰯　産業廃棄物不法投棄情報ダイヤル等の設置
　　受理件数　　　　５５件

３　執　　行　　額 ４１，３２０，７２４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　一般社団法人京都府産業廃棄物３Ｒ支援センターにおいて、減量・リサイクルの総合支援
をワンストップ・サービスで行うことにより、産業廃棄物の減量・リサイクルを一層促進す
る。

５　保健環境研
究所費
（Ｐ１１４）

４４１，９３２，０００
（８６６，７２５，０００）
翌年度への繰越
事業費繰越額
 １３０，４８９，１７１
保健環境研究所　 　　　　　　　 整備事業費
 兼
献
験

 券
献
鹸

３１１，４３８，５５５
　（７３６，１０８，２８８）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １１，９２８，３４９
諸　収　入
 １２５，２７０，９９４
府　　　債
 １５６，０００，０００
一 般 財 源
 １８，２３９，２１２

保健環境研究所整備事
業
（健康福祉総務課）

委託料　　　　３８，２８４，６７４円
工事請負費　２６４，８３１，４８０ ）

３　環境衛生指
導費
（Ｐ１１８）

１５８，７７３，０００
（２，４９８，０３３，０００）

１５２，９５３，８６９
（２，０５５，０８７，９８８）
決算額の財源
内訳
使用料及び手数
料 ４１，３２０，７２４
国庫支出金
 ２１，２８８，０００
繰　入　金
 ５０，７６７，０８３
繰　越　金
 １，１０５，０００
諸　収　入
 １８，９２０，５０３
一 般 財 源
 １９，５５２，５５９

不法投棄等防止対策事
業
（循環型社会推進課）

産業廃棄物３Ｒ支援セ
ンター事業
（循環型社会推進課）
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　　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　目　標　　　　実　績
　ゼロエミッション・アドバイザー派遣回数　　　　　　６０回　　　　　５６回
　リサイクル技術開発・施設整備補助件数　　　　　　　５件　　　　　４件
　３Ｒ人材育成等支援のための講習会等の開催回数　　　１０回　　　　　１３回
　さんぱい３Ｒ体験アカデミーの開催回数　　　　　　　３　　　　　　３
　３Ｒカウンセラー講習会・研修会の開催回数　　　　　２　　　　　　２

２　施策の実施状況
茨　産業廃棄物３Ｒ支援センター運営事業
　産業廃棄物の減量・リサイクルに関する企業等への支援を、ワンストップ・サービスで
総合的に展開していく拠点を運営した。
芋　ネットワーク推進交流事業
　減量・リサイクルに係る情報交換や意見交換を行う協議会（産業界、処理業界、大学研
究機関、行政等）を開催した。
鰯　産業廃棄物処理３Ｒ情報等提供事業
　産業廃棄物の減量・リサイクルに係る処理技術や処理業者等の情報を提供し、取組を支
援した。
允　ゼロエミッション・アドバイザー派遣事業
　府内排出事業者等からの産業廃棄物の減量・リサイクルに係る相談に対し、専門的知識
を有するアドバイザーを派遣し、取組を支援した。
印　リサイクル技術開発・施設整備補助事業
　産業廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用に係る研究や技術開発等、リサイクル施設等
整備に対する支援を実施した。
咽　３Ｒ人材育成等支援事業
ア　排出事業者の産業廃棄物減量・リサイクル及び適正処理に関する意識向上のため、先
進事例等を紹介する講習会等を開催した。
イ　大学生及び企業を対象に廃棄物の３Ｒや適正処理の一助として、排出事業所、産業廃
棄物処理事業者の現場見学ツアーを実施した。
ウ　排出事業者に産業廃棄物の３Ｒをアドバイスする産業廃棄物処理業者を３Ｒカウンセ
ラーとして育成するための講習会を開催した。

３　執　　行　　額 ４０，１５６，１０４円　　　　
 （うち補助金　４０，１４２，４０４円）

       １　施策の趣旨等
　海岸漂着物の回収・処理及び海ごみ発生抑制に係る啓発事業を実施する。

２　施策の実施状況
茨　回収・処理事業
　　市町村名　　　　海　岸　数　　　　　回収・処理量
　　舞　鶴　市　　　　　　　３海岸　　　　　　　　９７．５トン

海岸漂着物地域対策推
進事業
（循環型社会推進課）
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　　市町村名　　　　海　岸　数　　　　　回収・処理量
　　宮　津　市　　　　　　　５　　　　　　　　　４２．６トン
　　京丹後市　　　　　　　２１　　　　　　　　　１４４．１
　　与謝野町　　　　　　　１　　　　　　　　　　３．３
　　伊　根　町　　　　　　　４　　　　　　　　　　５．９
　　　　計　　　　　　　　　３４　　　　　　　　　２９３．４
芋　発生抑制事業
　　市町村名　　　　参加者数
　　亀　岡　市　　　　　　　７７３人

３　執　　行　　額 ２２，２３１，０００円　　　　
 （うち補助金　２１，３４３，０００円）

       １　施策の趣旨等
　水素エネルギーの活用に向け、市町村等と連携し、バイオマス水素を生成する最適な仕組
みを構築する。

２　施策の実施状況
　平成２８年度事業で策定したモデルに基づき、食品廃棄物を発生させる複数事業者の協力を
得て、食品廃棄物からの水素生成に向けたＦ／Ｓ（実現可能性）調査を実施した。

３　執　　行　　額 ９，８０３，２６０円　　　　
 （うち委託料　９，７２０，０００円）

       １　施策の趣旨等
　ＩｏＴ技術を活用した産業廃棄物の収集効率化によるＣＯ２や最終処分量の削減に向けた
取組を実施する。

２　施策の実施状況
茨　スマート・センサーを活用したリサイクルの促進
　　企業６社の協力のもと、京都市内でモデル事業を実施した。
芋　ＩｏＴ技術を活用した下水汚泥等リサイクルの促進
　下水汚泥等産業廃棄物の排出量とリサイクル業者の受入可能量をリアルタイムでマッチ
ングさせ、リサイクルを促進するシステム構築を目指し、Ｆ／Ｓ（実現可能性）調査を実
施した。
鰯　ＩｏＴ活用産業廃棄物処理推進検討委員会及び建設廃棄物３Ｒ促進検討委員会の設置・運営
　事業推進及び建設混合廃棄物等のリサイクル促進策を具体化するため、有識者及び関係
者による委員会を設置し、検討を実施した。

水素エネルギー活用社
会推進事業
（循環型社会推進課）

スマート物流推進事業
（循環型社会推進課）
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３　執　　行　　額 １５，２００，９７９円　　　　
 （うち委託料　１４，３４０，２４０円）

       １　施策の趣旨等
　市町村水道事業の厳しい経営状況を踏まえ、将来にわたって安心・安全な水道水の供給体
制の構築を図るため、府域全体の水道事業の方向性を示す「京都水道グランドデザイン」の
策定に向けた取組を推進する。

２　施策の実施状況
　学識経験者、市町村水道実務経験者、利用者代表で構成する「京都水道グランドデザイン
検討委員会」において、「京都水道グランドデザイン」の策定に向けた水道事業の基盤強化を
図るための水道事業者の個別の取組や広域化・広域連携等の検討を実施した。
　実施回数　　３回

３　執　　行　　額 １，２５９，３４１円　　　　

         １　施策の趣旨等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　府市協調により、平成２７年４月に開設した京都動物愛護センターを共同運営し、効果的か
つ効率的な動物愛護行政を推進することで、殺処分数の減少を目指す。

　指標：犬・猫の殺処分数　目標：１，０００頭以下　実績：７６５頭（平成２８年度実績：９４９頭）

２　施策の実施状況
　動物愛護事業の共同実施
茨　京都動物愛護センター運営委員会の開催
芋　動物愛護ボランティアスタッフの養成
　　登録者数　　　　　　　　９１人
鰯　収容動物の飼養、管理、譲渡・返還
　　犬・猫の譲渡・返還数　３９１頭
允　動物愛護週間事業の実施等
　京都動物愛護フェスティバルや動物愛護写真コンクール等を開催し、動物愛護精神の普
及、啓発を実施した。

３　執　　行　　額 ２２，９８２，４６１円　　　　
 （うち負担金　１３，９２７，４５５円）

京都水道グランドデザ
イン策定推進事業
（公営企画課）

京都動物愛護センター
共同運営事業
（生活衛生課）
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 ３　保 健 所 費

         １　施策の趣旨等
　中丹東保健所の移転建替を行うとともに、新たに防災拠点機能等を充実する。

２　施策の実施状況
　中丹東保健所の建替工事を完了した。

３　執　　行　　額 ５０４，０５４，１２３円　　　　
 （うち工事請負費　４５８，４９６，１６３円）

       １　施策の趣旨等
　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、急性期から回復期、維持・生活期ま
で継続した総合的なリハビリテーション提供体制を整備する。

２　施策の実施状況
茨　地域リハビリコーディネート事業
　地域リハビリ支援センターにコーディネーターを配置し、地域包括支援センター等に対
する助言、リハビリ従事者への訪問指導、リハビリサービス窓口担当者との事例検討会等
を実施した。
　　リハビリサービスの助言　　　　３４９件
　　リハビリ従事者への訪問指導　　４０３回
　　事例検討会参加者数　　　　　　９９９人
芋　リハビリ人材確保育成事業
　理学療法士等養成施設の在学者に修学資金を貸与するとともに、就業フェアや研修会を
開催するなど、人材の確保育成を図った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　修学資金貸与人数　　　　　　　　３９人
　　就業フェア参加者数　　　　　　１９２
　　研修会受講者数　　　　　延べ２，３９３
鰯　リハビリ医等養成事業
　回復期、維持・生活期のリハビリを担う、リハ医、リハ専門職の養成及び府内定着を推
進するため、研修会等を実施するとともに、府立医大のリハ医学教室の運営を支援した。
　　座学研修会参加者数　　　　延べ４７０人（２回）
　　実践セミナー　　　　　　　　　　１１課目
允　訪問リハビリ事業所等整備促進事業
　在宅療養者が訪問リハビリサービスを受けられる環境を整備するため、事業所開設に要
する経費を助成した。
　　５事業所
印　先端的リハビリ推進事業
　京都府立医科大学附属病院内に開設した「ロボットリハビリテーションセンター」によ

１　保 健 所 費
（Ｐ１１８）

６３５，９６８，３３１
（２，８６５，９０１，０００）

６２７，３０８，６６１
（２，８４２，２１２，３８０）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 １０８，２６７，２２２
繰　越　金
 ３５，０５４，１２３
府　　債
 ４６９，０００，０００
一 般 財 源
 １４，９８７，３１６

中丹東保健所整備事業
（健康福祉総務課）

総合リハビリテーショ
ン充実事業

（ ）リハビリテーショ
ン支援センター
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り、先端的リハビリロボットの臨床研究や普及を行った。

３　執　　行　　額 １２３，２５４，５３８円　　　　

 （うち  　

 

 ４　医　 薬　 費

         １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　舞鶴赤十字病院と放射線検査施設の保守管理に係る協定に基づき、緊急時に対応できる体
制を確保した。

３　執　　行　　額 １３，８４９，５０８円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち委託料　７，２１６，８８４円）

 

         １　施策の趣旨等
　医療的ケアが必要な在宅療養児童（超低出生体重児や重症心身障害児）のいる子育て家庭
が安心して在宅で生活できるよう、関係機関と連携・協働して支援体制の整備を図る。

２　施策の実施状況
茨　在宅療養等を支える人材の養成
　　地域で在宅療養を支える医療関係者に対する研修を実施した。
　　研修参加者数　１８１人
芋　在宅療養を支えるための連携支援体制の整備
　地域の関係機関のネットワークを整備し、医療的ケアなどが必要な子どもに対し関係機
関が連携して支援を実施した。

３　執　　行　　額 ２，７９９，２０７円　　　　
 （うち補助金　１，４１５，２８５円）

       １　施策の趣旨等
　救命救急センターの運営経費に助成し、３次救急医療の円滑な実施を図る。

２　施策の実施状況
　救命救急センターの運営経費を助成することにより、重篤患者の医療を確保した。

委託料　２２，７５６，８３９円
補助金　　７９，９０９，８００
貸付金　１６，６３２，０００ ）

１　医薬総務費
（Ｐ１２０）

　１４，６２８，０００
（１，１０７，１２４，０００）

１３，８４９，５０８
（１，１０４，０９２，５７４）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 １３，８４９，５０８

原子力防災対策事業
（医　療　課）

２　医　務　費
（Ｐ１２０）

　４，３１４，９９０，０００
（５，１２８，１４５，０００）

４，０９４，７０４，５２８
（４，８８０，９７０，００１）
決算額の財源
内訳
国庫支出金　　
 １，９５４，１４５，５８２
財 産 収 入
 ５６６，１５２
繰　入　金
 ９０２，００８，７１２
諸　収　入
 ６，７９６，８３３
一 般 財 源
 １，２３１，１８７，２４９

在宅療養児支援連携事
業
（こども総合対策課）

救命救急センター運営
助成事業

（医　療　課）
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　救急車による患者受入数
　京都第一赤十字病院救命救急センター　７，４１６人
　京都第二赤十字病院救命救急センター　７，６７５
　洛和会音羽病院救命救急センター　　　５，５９５

３　執　　行　　額 ２４９，１３９，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　適切な原子力防災対策の推進を図る。

２　施策の実施状況
　緊急時に行政や医療機関等の関係者が連携し、効率的で的確な医療活動が実施できるネッ
トワークの構築など、緊急時の被ばく医療体制を確保した。
　京都府緊急被ばく医療ネットワーク会議等開催　１回
　京都府緊急被ばく医療講習会開催　　　　　　　３

３　執　　行　　額 １２，２５８，５８２円　　　　
 （うち委託料　７，０７８，４３１円）

       １　施策の趣旨等
　子どもの急な発熱やけが等に対する保護者の不安を解消するとともに、小児救急医療体制
の強化・充実を図る。

　指標：小児救急電話相談件数　目標：２３，０００件　実績：２３，０５８件

２　施策の実施状況
茨　小児救急電話相談事業
　　看護師等による電話相談を実施し、保護者の不安の解消を図った。
　　相談件数　　　　　延べ２３，０５８件
芋　小児救急医療体制強化支援事業
　２次医療圏単位で複数の病院群が輪番制により、休日・夜間の当直体制を実施する場合
の医師等の配置に要する経費を助成し、小児救急医療体制の強化・充実を図った。
　　　利用者数
　　丹後医療圏　　　　　延べ２，７８９人
　　中丹医療圏　　　　　〃　２，２８２

原子力防災対策事業
（医　療　課）

小児救急医療体制整備
事業

（医　療　課）
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　　南丹医療圏　　　　　〃　３，５９２
　　山城北医療圏　　　　〃　６，２４３
　　山城南医療圏　　　　〃　６，５１１

３　執　　行　　額 ９９，８４３，２７２円　　　　

　 （うち  

       １　施策の趣旨等
　救急医療情報システムを活用して医療機関から収集した情報を提供し、救急医療の確保を
図る。

２　施策の実施状況
　救急医療情報センターに設置するシステムを活用して、府内の医療機関から収集した情報
を消防、医療機関及び府民に提供し、救急患者の医療を確保した。
　救急医療情報システム検索件数
　関係機関利用　実検索数　　１日平均
　　消防機関　　　１８，９０１件　　　５２件
　　医療機関　　　１２６，０９９　　　　３４６
　　　　計　　　　　１４５，０００　　　　３９８
　府民利用　　　実検索数　　１日平均
　　　　　　　　　１６０，８６０件　　　４４１件

３　執　　行　　額 １０６，８９５，３６１円　　　　
 （うち委託料　８３，９４４，０８０円）

       １　施策の趣旨等
　医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、病・学・公が協働、連携し、
総合的な医師確保対策の充実・強化を図る。

２　施策の実施状況
茨　地域医療支援センターの運営
　府内の大学、医療機関、医療関係団体等が連携して地域医療センターを設置し、複数の
地域での勤務を経て医師がキャリアアップできるような研修プログラムの作成等を行い、
医師確保を図った。
　　研修プログラム参加者　１４人（救急科１４人）
芋　中堅医師の確保・育成
　医師確保困難地域に勤務する医師の研修・研究活動に助成し、技能向上及び研修環境の
改善を図った。

委託料　３４，５６０，０００円
補助金　６５，１３２，０００ ）

救急医療情報システム
運営事業

（医　療　課）

総合医師確保対策事業
（医　療　課）
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　　補助対象病院　　　　７病院（京丹後市立弥栄病院、京丹後市立久美浜病院、舞鶴市民
　　　　　　　　　　　　　　　　病院、舞鶴共済病院、舞鶴赤十字病院、福知山市民病院、
　　　　　　　　　　　　　　　　綾部市立病院）
鰯　指導医の確保
　医師確保困難地域の公的病院等に指導医を派遣する病院に助成し、若手医師を指導する
指導医を確保した。
　　派遣元病院　　　　　２病院（京都第一赤十字病院、京都第二赤十字病院）
允　地域医療支援センター京都大学ブランチ事業
　京都大学における地域医療の推進拠点として、地域医療に貢献する人材を育成するた
め、地域医療支援センターのブランチ事業として、地域医療セミナー等を実施した。
　　セミナー等参加人数　　１１４人
印　地域医療確保奨学金等貸付事業
　医師確保が困難な地域にある病院で医師として勤務する意志を有する者に奨学資金等を
貸与し、地域医療を担う若手医師を育成した。
　　貸与人数　　　　　　　５１人　　　
咽　大学院生学費免除事業
　中丹以北の医療機関で勤務実績がある医師の大学院進学の学費を免除し、若手医師の
キャリア形成を支援するとともに、京都・乙訓を除く医療圏で勤務しながら大学院へ通う
医師に対し、授業料の一部を補助する制度を創設した。
　　免除人数　　　　　　　１９人
員　地域医療を担う人材の育成
　京都府立医科大学「総合医療・医学教育学講座」において地域医療への教育を進めると
ともに、医学生等を対象に府北部病院における実習を行い、将来の地域医療を担う人材の
育成を図った。
　　実習参加者数　　　　　１４３人
因　産科医等確保支援事業
　産科医に手当を支給する医療機関に助成することにより、地域の産科医療の確保を図っ
た。
　　分娩取扱手当　　　　　４８病院　
　　産科後期研修医手当　　２
　　新生児担当医手当　　　２
姻　女性医師等就労支援事業
　医療機関が実施する女性医師等の復職研修や短時間勤務の導入、宿日直の免除等の取組
を支援し、離職防止や再就業を促進するとともに、京都府医師会館に京都で働く医師を支
援する「子育て支援サポートセンター」を開設する準備に向けた環境を整備した。
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　　１９病院　　
引　北部地域医療人材育成事業
　北部地域における若手医師の定着・育成を図るため、北部医療センターに設置されてい
る人材育成センターが実施する北部の公的病院による合同研修等を支援した。
　　合同研修　３回　

３　執　　行　　額 ３３３，９３３，２７３円　　　　

 （うち  

       １　施策の趣旨等
　高い専門性を有する医師・看護師や救急救命士を養成し、救急搬送患者の増加等に的確に
対応できる救急医療体制の整備を推進する。

　指標：救急医療に従事する専門医数　目標：１４０人　　実績：１６４人

２　施策の実施状況
茨　救急医療専門医師・看護師養成事業
　専門資格・技能習得に要する経費を負担した病院に助成し、救急医療について高い専門
性がある医師・看護師の養成を図った。
　　助成病院数　２４病院　　医師養成数　９４人　　看護師養成数　６９人
芋　救急救命士病院実習受入促進事業
　救急救命士の病院実習を受け入れた病院に助成し、専門性の高い救急救命士の養成を
図った。
　　助成病院数　２５病院　　救急救命士養成数　４９９人

３　執　　行　　額 １９，８７９，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　効率的かつ質の高い医療提供体制の構築と、地域包括ケアシステムの構築を総合的に推進
するため、「地域医療介護総合確保基金（医療分）」の積立てを行った。

２　施策の実施状況
　地域医療介護総合確保基金（医療分）の積立てを行った。
　平成２８年度末現在高 ２，４７５，３８７，５６１円　　　　
 （出納整理期間中に、６９，１３０，３０６円を積立て）　　　　
　執行額（積立金） ２，６７５，１７９，８３３　　　　　
　（一般会計への繰出額 ２，０６６，３００，０７３）　　　　　

補助金　２２３，１４９，４４０円
貸付金　　９３，６００，０００ ）

救急医療提供体制整備
促進事業

（医　療　課）

地域医療介護総合確保
基金積立金

（医　療　課）
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　平成２９年度末現在高 ３，１５３，３９７，６２７　　　　　
　※　出納整理期間中に、４４，８８５，８４９円を積立て

３　執　　行　　額 ２，６７５，１７９，８３３円　　　　
 （積立金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　医療従事者の確保、育成及び勤務環境の改善を推進するため、資質向上のための研修や医
療機関からのワンストップ相談窓口の設置等を行う。

２　施策の実施状況
茨　医療従事者離職防止・資質向上研修事業
　医療関係団体が実施する研修等（専門分野研修、経験年数別研修、復職支援事業等）に
対し、支援した。
芋　医療従事者確保推進事業
ア　京都府医療勤務環境改善センター（事務局：京都私立病院協会）において、医療機関
への訪問、相談対応など勤務環境改善の取組を支援した。

　　　訪問病院　１４病院
イ　京都私立病院協会及び京都府病院協会が実施する病院における勤務環境改善促進のた
めの研修事業に対し支援した。

３　執　　行　　額 １０５，９６２，０００円　　　　
 （うち補助金　９６，４４２，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療の充実に向け、多職種の連携に重点化した研修を実施する。

２　施策の実施状況　
　京都府医師会、京都私立病院協会、京都府歯科医師会が実施する研修（対象者：かかりつ
け医、病院の地域連携業務担当者、口腔ケアを行う歯科医師等）等に対し支援した。

３　執　　行　　額 １０６，５７６，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療を担う医療機関に対し、より質の高い在宅医療を提供するために必要な医療機器
の整備等に対し支援を行い、在宅医療の推進を図る。

医療勤務環境改善総合
支援事業

（ ）
リハビリテーショ
ン支援センター
医　  療　  課
薬　  務　  課

多職種地域連携強化事
業

（医　療　課）

在宅医療推進基盤整備
事業

（医　療　課）
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２　施策の実施状況
茨　在宅医療に取り組む医療機関に対し、必要な医療機器の整備等を支援した。
　　補助対象医療機関　　１９４医療機関
芋　在宅医療の充実を図るため、訪問看護ステーションの新設及び人員増に対し支援した。
　　新設施設数　　７施設
　　人員増施設数　２４
鰯　地域特性に応じた在宅医療を推進するための拠点づくり及びその核となる人材養成を実
　　施している京都府医師会に対して支援した。

３　執　　行　　額 １４６，９０８，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　周産期医療提供体制確保のため、京都府立医科大学附属病院においてＭＦＩＣＵ（母体・
胎児集中治療室）の整備を行い、医療体制の強化・充実及び医療従事者の人材育成を図る。

２　施策の実施状況
　ＭＦＩＣＵ３床の整備に係る経費に対して助成した。

３　執　　行　　額 １９０，９８５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　　

       １　施策の趣旨等
　在宅医療機能の充実と病床機能の強化に向け、ハード整備と人材育成確保等のソフト事業
をパッケージで支援する。

２　施策の実施状況
　病床機能強化に必要となる施設・設備整備、人材養成等に係る経費及び病床機能強化に併
せて医療機関が行う在宅医療提供の実施に必要な経費を補助し病床転換の支援を実施した。
　支援数　６医療機関

３　執　　行　　額 ４４，３４６，０００円　　　　
 　（補助金）　　　　　

 

         １　施策の趣旨等
　高齢化が急速に進む北部地域において、地域包括ケアを着実に推進するため、看護師確保
対策の一層の充実を図る。

２　施策の実施状況
茨　看護師の地元人材確保
　　小・中学生への出前講座　　　　　　　　　　　　　　　３校

周産期医療提供体制整
備事業
（医　療　課）

地域医療機能強化特別
事業

（医　療　課）

３　保健師等指
導管理費
（Ｐ１２２）

５１，２１６，０００
（９０３，１１１，０００）

４４，１３６，８７８
（８６２，６１６，５４１）
決算額の財源
内訳
繰　入　金
 ４４，１３６，８７８

北部地域看護師確保対
策事業

（医　療　課）
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芋　北部地域病院実習受入拡大の支援
　　北部病院看護師の実習指導者講習会　　　　　　　　　９病院１３人
　　南部地域看護師等学校養成所学生の北部地域臨地実習　７校２５６人
　　看護師等修学資金北部特別枠の設置　　　　　　　　　貸与者　８
鰯　北部地域看護師確保対策実務者会議の開催　　　　　　　　　　　　２回
允　京都府看護師等確保対策推進協議会の開催　　　　　　　　　　　３

３　執　　行　　額 １４，４８１，８７８円　　　　
 （うち補助金　５，４６５，０００円）　

       １　施策の趣旨等
　都市部の医療機関と北中部地域の医療機関の相互人材交流システムを整備することによ
り、施設間連携に強い看護職を養成し、府内の看護力の底上げを図る。

２　施策の実施状況
　京都大学医学部附属病院内に看護職キャリアパス支援センターを設置し、北中部の病院に
看護師及び助産師を派遣した。
　派遣人数　　５人（助産師３人、看護師２人）
　派遣先病院　綾部市立病院、京丹後市立弥栄病院、市立福知山市民病院

３　執　　行　　額 ２２，９５５，０００円　　　　
 （補助金）　　　　　

       １　施策の趣旨等
　在宅診療の充実を図るため、訪問看護人材確保・定着の取組を実施した。

２　施策の実施状況
茨　訪問看護師確保教育推進事業
　　新人訪問看護師とその指導者を対象とした個別ＯＪＴ研修　１６事業所３１人
　　看護学生を対象とした訪問看護インターンシップ　　　　　　　　　３０
　　看護学生を対象とした訪問看護導入研修　　　　　　　　　　　　　１３
　　新卒訪問看護師育成プログラムの作成
芋　有資格者活用推進事業
　有資格者が訪問看護業務に専念できる環境整備を目的として、訪問看護ステーション
２５２事業所に対し診療報酬請求事務に係る実態調査を実施した。

３　執　　行　　額 ６，７００，０００円　　　　

看護職連携キャリア支
援事業

（医　療　課）

訪問看護人材確保事業
（医　療　課）
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         １　施策の趣旨等
　府民、特に小中高校生や大学生等の若年層の薬物乱用ゼロを目指し、行政・ＰＴＡ・業界
団体・民間団体等との協力・連携の下、薬物乱用防止対策を総合的に推進するとともに、京
都府薬物の濫用の防止に関する条例に基づき規制強化を推進する。

２　施策の実施状況
茨　ぼくらＮＯ！ドラッグプロジェクト推進事業
　　学生を対象にした薬物乱用防止に関するメッセージ映像コンテストを開催した。
　　映像応募数　９点
芋　薬物乱用防止対策推進事業
　ア　ＰＴＡと連携した薬物乱用防止教室等（キャラバン隊）の開催　１２回
　イ　教員に対する薬物乱用防止教育推進に係る研修実施　　　　　　３
　ウ　小中学校生への薬物乱用防止教室モデル作成及び講師養成　　　７９６人
　エ　ＰＴＡ、青少年団体、業界団体等オール京都体制による予防啓発運動の推進
　　　きょうと薬物乱用防止行動府民会議の設置　　　　　参画団体　１５８団体
　オ　危険ドラッグ取締対策の推進
　　　店舗やインターネットサイトを通じた販売店の監視及び検査体制の強化を図った。
鰯　薬物再乱用防止事業
　薬物依存症からの回復支援を行っている医療機関や民間支援団体等と連携し、本人やそ
の家族に対する回復支援の推進を図った。

３　執　　行　　額 １７，２６９，９２７円　　　　
 （うち委託料　７，３４６，８６０円）　

 

  ５　環境対策費

         １　施策の趣旨等
　けいはんな学研都市において、未来都市のイメージの発信や、メガソーラーを活用した環
境学習を行う体験・学習ゾーンの運営を行う。

　指標：環境学習受入件数　目標：２００件　実績：２０４件

２　施策の実施状況
　けいはんな太陽光発電所を活用した環境学習施設「けいはんな ｅ ２未来まなびパーク」にお

イイ

いて、環境学習を実施した。

３　執　　行　　額 ４，３０３，１２４円　　　　

       １　施策の趣旨等
　２０２０年度に府内の再生可能エネルギー導入量を倍増（２０１４年度比）させ、府内総電力需要
の１２％（約２１億kWh）を再生可能エネルギーでまかなうことを実現する。

４　薬　務　費
（Ｐ１２２）

１７，５４３，０００
（７９，７３５，０００）

１７，２６９，９２７
（７８，４４３，４８１）

決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ９１７，０００
一 般 財 源
 １６，３５２，９２７

薬物乱用ゼロ推進事業
（薬　務　課）

１　環境総務費
（Ｐ１２４）

１，６６６，１５３，１３２
（２，４５８，８８６，１３２）

１，６３７，０７９，５３９
（２，４２４，５２５，２６７）
決算額の財源　
内訳
国庫支出金
 ６３，９８３，８８４
財 産 収 入
 ２，７７１，７５４
寄　附　金
 １，４００，０００
繰　入　金
 ２７０，７７３，６６１
諸　収　入
 １，２９０，７３０，０００
一 般 財 源
 ７，４２０，２４０

けいはんなｅ ２    　未来都
イイ

市創造推進事業
（エネルギー政策課）

再生可能エネルギー倍
増事業
（エネルギー政策課）
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　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　目　標　　　　　　実　績
　再生可能エネルギー年間導入量　　１億５千万kWh　　７．２千万kWh（平成２８年度）

２　施策の実施状況
茨　家庭向け再生可能エネルギー導入総合支援事業
　再エネ設備を府民に提案する人材を「京都再エネコンシェルジュ」に認証するとともに、
市町村と連携して太陽光発電設備と蓄電池の同時導入に対する助成を実施した。
　　京都再エネコンシェルジュ認証者数　１３０名
　　助成件数　４３９件
芋　スマート・エコハウス促進事業
　　住宅用太陽光発電設備等の設置に対する低利融資を実施した。
　　融資件数　４０件
鰯　自立型再生可能エネルギーシステム導入支援事業
　事業者が行う自立型再生可能エネルギー設備の導入に対する計画認定及び助成等を実施
した。
　　認定件数　１４件

３　執　　行　　額 １，４５９，３２７，１４６円　　　　

　 （うち  

       １　施策の趣旨等
　京都議定書誕生の地として、先駆的な省エネ・省ＣＯ２の取組を推進する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　目　標　　　　　　　　　実　績
　府内温室効果ガス削減率（平成２年度比）　２５％（平成３２年度まで）　１９．６％（平成２８年度）
　　※電力排出係数を平成２２年度　関西電力実績値の０．３１１kg-CO２/kWhで固定して算定

２　施策の実施状況
茨　事業者ＣＯ２削減対策事業
　ア　中小事業者等が実施する省エネ設備等への更新に対して助成した。
　　　助成件数　３５件
　イ　京都版ＣＯ２排出量取引制度の運営やクレジット取引の仲介等を実施した。
　　　クレジット創出量　３，５４１．６ｔ－ＣＯ２（平成２８年度）
　ウ　特定事業者の事業者排出量削減計画書・報告書に対して指導・助言を行った。
　　　府への提出事業者　１７１事業者
芋　ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業
　ＥＶ（電気自動車）やＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）の普及推進による運輸

補助金　　１５４，５９８，１６６円
貸付金　１，２９０，７３０，０００ ）

省エネ・低炭素化推進
事業

（ ）エネルギー政策課
地球温暖化対策課
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部門のＣＯ２削減を図るため、公用車への率先導入や急速充電器の管理等を実施した。
　　ＥＶ・ＰＨＶ普及台数　目標：５，０００台（平成３０年度まで）　実績：４，７８７台（累計）　　

３　執　　行　　額 ６３，８７９，６０６円　　　　

       １　施策の趣旨等
　府北部・南部地域において、地域特性を踏まえたエネルギーの自立（地産地消）に向けた
取組を推進するとともに、家庭やビル等各分野のＥＭＳ導入を促進する。

２　施策の実施状況
茨　北近畿エネルギー自立ネットワーク推進事業
ア　京都舞鶴港の再生可能エネルギー発電施設に対する補助制度により、第１号となる木
質バイオマス発電所を指定した。
イ　京都舞鶴港とその周辺において、環境負荷の少ない新たなエネルギーの拠点化を進
め、再生可能エネルギーやＩＣＴの活用による港湾・物流機能の高度化、グローバルか
つ高度なおもてなし等を図る「京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーマスタープラン」
を策定した。
ウ　兵庫県との共同による「北近畿エネルギーセキュリティ・インフラ整備研究会」にお
いて、ＬＮＧ受入基地や広域パイプライン整備の実現に向け、ガスパイプラインを舞鶴
－三田間の高速道路等を活用し敷設した場合の概算費用調査等を実施した。
エ　表層型メタンハイドレートの実用化促進に向けた府民や事業者向けフォーラム等を開
催した。

　　　開催回数　２回
オ　府北中部地域の再生可能エネルギーを地域に供給する府北中部地域エネルギーサービ
ス事業体の設立に向け、関係市町との検討会を設置し、事業立ち上げに向けた論点整理、
事業採算性の精査等を実施した。
　　開催回数　４回　
芋　南部スマートバレー形成推進事業
ア　府南部地域における再生可能エネルギーを活用した地域ＰＰＳ（電気小売事業者）事
業の実現可能性等について調査・検討した。
イ　城陽市における分散型エネルギーインフラプロジェクトを進めるため、関係部局と情
報共有を図った。

鰯　ＥＭＳ導入総合対策事業
　個人が行うＨＥＭＳ機器の導入に対する助成、府内中小事業者等が行うＢＥＭＳ機器の
導入に対する助成及びＥＭＳ導入等に係る診断を実施した。
　　ＨＥＭＳ助成件数　２５６件
　　ＢＥＭＳ助成件数　　４

３　執　　行　　額 ７７，８２４，６７８円　　　　

 （うち  

地域スマートエネルギ
ーマネジメント推進事
業

（ ）エネルギー政策課
地球温暖化対策課

委託料　４７，２５０，２８０円
負担金　２５，５８６，８７１ ）
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       １　施策の趣旨等
　宅配便配達の効率化によるＣＯ２削減に向けたオープン型宅配ボックスの導入に対する助
成等を実施する。

　指標：オープン型宅配ボックス助成件数　目標：１２件　実績：３９件

２　施策の実施状況
　宅配便配達をはじめとする物流システムの効率化によるＣＯ２削減を図るため、「京都府ス
マート物流研究会」を立ち上げ、物流における政策課題を検討し、ワークショップ形式で宅
配に係る物流の将来に向けた課題検討を行うとともに、オープン型宅配ボックスへの助成を
行った。

３　執　　行　　額 　３，５６０，８８０円　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち負担金　２，９６４，０００円）

       １　施策の趣旨等
　京都議定書誕生２０周年を再出発点とし、次代を担う子どもたちの環境意識の向上を図ると
ともに、環境行動の宣言運動を展開する。

　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　目　標　　　　　実　績
　「WE　DO　KYOTO　!　宣言」登録数　　　　　　１，０００件　　　　５，００９件
　環境啓発イベント開催数　　　　　　　　　　４箇所　　　　　９箇所

２　施策の実施状況
　京都議定書誕生２０周年を契機に、脱炭素社会の実現に向けた新たな一歩を踏み出すため多
様な主体と連携・協働して、府民によるエコアクション宣言「WE　DO　KYOTO!宣言」の募
集や若者を「WE　DO　KYOTO!ユースサポーター」に委嘱するなどの環境啓発事業「WE 
DO　KYOTO!プロジェクト」を府内全域で展開した。

３　執　　行　　額 ６，５０３，３０７円　　　　

       １　施策の趣旨等
　京都の豊かな生物多様性を守り、未来に伝えるため、府民協働での希少種対策や保全地域
の生態系維持回復、外来生物対策を実施する。

　　　　　　　　　指　標　　　　　　　　　　　　　　　　目　標　　　実　績
　自然環境保全地域における保全対策実施　　　　　　　　　３地域　　　３地域
　府民の理解を深めるための自然観察会・セミナー等実施　　４回　　　　４回
　生息地等保全地区指定　　　　　　　　　　　　　　　　　１地区　　　１地区

スマート物流推進事業
（地球温暖化対策課）

「府民総活躍」温暖化
対策大運動事業
（地球温暖化対策課）

生物多様性戦略総合対
策事業
（自然環境保全課）
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２　施策の実施状況
茨　生物多様性地域戦略の策定
　生物多様性の保全と持続的な利用を定めた総合計画として京都府生物多様性地域戦略を
策定した。
芋　地域住民等との協働による生息地等保全推進事業
　府の保全回復事業計画に基づき地域住民等と協働で指定希少野生生物の保全を図る事業
を行う団体に対して、その事業に必要な活動経費を支援した。
　　実施団体　３団体
鰯　希少種生息域外保全業務
　　災害等による個体群の絶滅を防ぐための生息域外保全を実施した。
　　府立植物園での育成：６種
　　京都水族館での飼養：４種
允　生態系維持回復
　　府条例で指定した保全地域の生態系維持回復のため、ナラ枯れ対策等を実施した。
印　特定外来生物対策
　　生態系の維持等に支障を及ぼす外来生物対策を行った。
　　アライグマ：市町村と府で構成する協議会を運営し防除を実施（有害鳥獣捕獲で対応す
　　　　　　　　る丹後地域及び京都市以外で実施）
　　アルゼンチンアリ：府、京都市ほか関係機関との協働による一斉防除を実施
　　ヌートリア：餌やり等の不適切行為の監視及び防止啓発等を実施

３　執　　行　　額 １８，１２１，４９８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　世界ジオパーク活動のユネスコ正式事業化を踏まえ、兵庫県・鳥取県と連携し、山陰海岸
世界ジオパークの貴重な地質資源や景観の保全と、観光・ジオツーリズムなど地域振興の取
組を展開する。

２　施策の実施状況
茨　山陰海岸ジオパーク推進協議会活動
　関係府県（京都府、兵庫県、鳥取県）、関係市町（京丹後市、豊岡市、鳥取市、新温泉
町、香美町、岩美町）及び民間団体等が参加する山陰海岸ジオパーク推進協議会を中心に
様々な活動を実施した。
　　専門家による検討会議の開催
　　　ステップアップ会議　３回延べ２００人
　　　調査研究、環境学習推進　山陰海岸ジオパーク学術研究奨励制度による補助７件
　　ジオパークスタンプラリーの展開　応募者８９人
　　ジオパークフェスティバル等の開催　５回

山陰海岸世界ジオパー
ク推進事業
（自然環境保全課）
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芋　京都府域におけるジオサイトの整備支援
　　京丹後市が行うジオサイト（大成古墳）整備に対し支援した。

３　執　　行　　額 ３，５５９，３００円　　　　

　 （うち  

 

         １　施策の趣旨等
　高浜及び大飯原子力発電所に係る放射能の環境影響調査、監視調査を行う。　　

２　施策の実施状況
茨　放射線監視測定
　　空間放射線積算線量測定調査　２６地点（舞鶴、綾部市内）
　空間放射線線量率測定調査　２０測定所（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、日出、
上司、地頭、上杉、八津合、盛郷、島、本庄、伏見、峰山、福知山、亀岡、乙訓、宇治）
　　浮遊じん中の放射能濃度測定調査　４測定所（吉坂、倉梯、塩汲、老富）
　　空気中湿分のトリチウム濃度測定調査　１測定所（大山）
　　ガス状よう素の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　　降下物中の放射能濃度測定調査　１測定所（吉坂）
　　環境放射能測定車による空間放射線線量率測定調査　３地点（河辺原、三浜、多門院）
　環境放射線調査車による空間放射線線量率測定調査（東舞鶴、綾部・西舞鶴、綾部老富、
福知山市、伊根・橋北、宮津・栗田・由良、京丹波町、南丹市美山町地域）
芋　環境試料放射能分析
　　陸水、海水、陸土、農畜産物、海洋生物、指標植物、指標海洋生物、海底沈積物
鰯　気象観測調査
　風向、風速、気温、湿度、雨雪量、感雨（大山、吉坂、倉梯、塩汲、岡安、老富、地頭、
上杉、八津合、本庄、日出、伏見測定所）、積雪深（大山、老富測定所）、日射量（吉坂、
老富測定所）、放射収支量（吉坂、老富測定所）、大気安定度（吉坂、老富測定所）

３　執　　行　　額 １８７，０６５，６０８円　　　　

       １　施策の趣旨等
　原子力災害時における住民の安全性向上を図るため、大気中の放射性物質濃度を測定する
大気モニタ及び人体への影響が大きい放射性ヨウ素の大気中濃度を測定するヨウ素サンプラ
を設置する。

負担金　２，５５９，３００円
補助金　１，０００，０００ ）

２　環境保全費
（Ｐ１２６）

３５０，６０９，０００
（５７１，７２３，０００）

３４９，１９６，６１０
（５６９，２１５，５１５）
決算額の財源
内訳
国庫支出金
 ３４０，９９６，３３８
諸　収　入
 ７８９，９１７
一 般 財 源
 ７，４１０，３５５

放射線モニタリング強
化事業
（環境管理課）

緊急時モニタリング対
策大気モニタ等整備事
業
（環境管理課）
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２　施策の実施状況
　非常用発電機付き大気モニタ及びヨウ素サンプラを設置し、原子力防災対策を推進した。
　大気モニタ　１８測定所（広河原、塩汲、岡安、吉坂、倉梯、地頭、三浜、相生、神崎、老
富、八津合、上杉、上司、養老、島、知井、本庄、日出）
　ヨウ素サンプラ　９測定所（広河原、倉梯、日出、三浜、神崎、八津合、上杉、島、知井）

３　執　　行　　額 １６２，１３１，００２円　　　　
 （うち備品購入費　１５６，６００，０００円）

 


